
合同入札監視委員会定例会議 議事概要

１  開催日    令和元年 9月 27 日（金）

２  場  所    独立行政法人都市再生機構東日本賃貸住宅本部 1901 会議室

３  委  員（五十音順）

   安斉 勉(弁護士)、古関 潤一(大学教授)、土田和博(大学教授)、中村豪（大学教授）

４  審議対象期間  平成 30 年 7月１日～令和元年 6月 30 日

５  抽出件数

入    札    方    式 抽 出 件 数

工

事

１ 落札率が高い契約       １件

２ 一定の関係を有する法人との契約       １件

３ 一者応札・応募の契約       １件

４ 入札方式にかかわらない抽出       １件

業

務

等

５ 落札率が高い契約       １件

６ 一者応札・一者応募の契約    １件

７ 一定の関係を有する法人との契約    １件

抽 出 件 数（計）     ７件

    （注）工事の１～３は一般競争入札を、４は随意契約を含めて抽出対象としている。

    

６  委員からの意見･質問及びそれに対する回答

    個別抽出事案の審議内容は別紙のとおり。

以  上



別 紙

意   見 ・ 質   問 回          答

１

２

【豊間地区南高台法面排水工事】

・当該工事については、一体的業務の協

定に基づき契約を行ったということか。

・また、一体的業務の形態をとっている

理由は何か。

・予定価格はどのように算出しているの

か。

【Ｈ３１サンヴァリエ日吉他１４団地

植物管理工事】

・植物管理工事に再公募が多いが他の工

事も再公募はあるのか。

・本件が再公募になった理由はなにか。

・落札者の評価点が低いが新しい実績の

ない会社か

・評価点の最低点は設定しているのか。

評価が低くても入札に参加してもよい

のか。

・再公募で参加要件の緩和はしたのか。

・今後、再公募にならない工夫が必要と

思うが、何か取組はないか。

・植物管理工事は辞退者が多いが、事業

者が集まりづらい工事なのか。

・そのとおりです。

一体的業務については、公募の上、技術提

案により選定された事業者と協定を締結し、

地区完了までの業務全般について契約して

います。

そのため、当該工事もこの一体的業務に含

まれております。

・震災復興事業における一体的業務において

は、早期完了を主目的としているためです。

・予定価格は、ＵＲの積算基準に基づいて算

出しております。なお、当工事においては、

工事内容のうち、歩掛がない項目については

複数者から徴収した見積りを参考にしてい

る個所もあります。

・あります。

・当初公募の際に１者参加者がありました

が、当該参加者が他の地区の低入札調査中に

辞退をしたため指名停止となり不調となっ

たためです。

・入札は初めて参加です。

・最低点は設定していません。評価点はあく

までも標準を超える取組を評価した加算点

です。別に競争参加基準を設定しており、別

途参加資格の有無を審査しているところで

す。

・参加条件の緩和はしておりません。

・工事の発注について、周知、案内を広く行

い、応募者の増加につなげたいと思います。

・同時に多く工事の発注があり、早めの開札

で落札した者は、技術者の確保の都合等で辞

退をすることが多いので、事業者が集まらな

いとは思っていません。



３

４

【Ｈ３１葛西クリーンタウン清新南ハ

イツ他７団地植物管理工事】

・応募者は入札前に技術評価点や応募者

数を知ることはできるのか。

・１者辞退しているが、辞退の理由はな

にか。

・団地のグループ分けを３年前から変更

しているようだが、その理由は。

・先ほどの日吉の植物管理と比べて、評

価点に差があるが、開く理由はなにか。

・事業者はＵＲの工事を落札するために

どのような工夫をすれば評価点が上が

るか理解しているか。評価に自信のある

者が増えれば応札の増加になるのでは

ないか。

・造園工事において ISO などの認証は必

要なものなのか。

・施工計画の評価について、「施工管理

マニュアル」が成績に影響するのではな

いか、作りなれていない新規参入者には

ハードルが高いのではないか。

・特定項目の地理的条件について、東京

都だけでなく、近接した千葉県にも広げ

てもよいのではないか。

【Ｈ３０－豊四季台外３団地給水施設

修繕その他工事】

・なぜ再公募になったか。

・管Ａ等級は何社ぐらい登録されている

か。

・再公募でも１者応札になった理由はな

にか。

・当該工事は当該落札者しか技術的にで

・できません。

・他の工事を落札したためです。

・各団地の前回工事量の実績と発注標準を勘

案してグルーピングを見直しました。

・日吉の事業者はＵＲの入札は初めてであっ

たことから、実績等の評価点が低く、又、実

施方針等も標準以上の記載がありませんで

した。

・ＵＲの多くの実績のある者は、理解してい

るかもしれません。実績の少ない者は難しい

と思います。なお、評価した取組を事業者が

実行するには手間暇や費用負担も伴います。

・技術力を図る指標として求めています。

・入札申請者の既存のマニュアルを提出して

もらっています。

・千葉県でも同時期に公募を行っている面も

ありますので、条件については引き続き精査

したいと思います。

・関連会社の一者応札であったため、当初公

募の手続きを中止し、新たに再公募したとこ

ろです。

・２００社程度の登録があります。

・給水施設、汚水処理施設が特殊なものであ

るため、経験のある事業者が少ないのではな

いかと推測します。

・ＵＲでも少ない施設ですが、管工事資格を



５

６

７

きない工事か

・４団地を分けてＢ等級の工事にできな

かったのか。

・今後も関連会社の１者応札が続くこと

は好ましい事ではないと思いますが、な

にか対策を検討しているか。

【Ｒ０１東京北エリア外壁修繕その他

工事建築積算】

・業務の詳細をお願いします。

・落札率が高いがどの様に予定価格を作

成したのか。

・同じ時期に他の団地の同種の業務を発

注しているか。

・指名競争の業務でも資料を充実させて

ほしい。落札率が高い業務でも類似業務

の入札状況を添付してほしい。

【平成３１年度無線ネットワークサー

ビス等の調達】

・前回業務では３者応札だが、今回が１

者応札になったのはなぜか。

・本業務は、前回業務の実質的な後継と

いう位置づけか。

【次期基幹系システム最適化に係る収

納管理システム（分譲管理・宅地管理）

の設計・開発・アプリケーション保守、

技術検証等業務】

・「次期」基幹系システムということは、

現在の基幹系システムがあると思う

が、それを導入した業者はどこか。

取得いる者であれば可能な工事でます。

・コスト縮減を勘案しており大きく括り、こ

の４団地で１発注としました。Ｂ等級につい

ては今後の検討材料としたいと考えます。

・既に当初の公募の時点から求める実績など

参加要件もかなりの緩和をしているところ

ですが現状を見極めて検討したいと考えま

す。

・団地の外壁修繕を行うための積算を行う業

務です。本件は、東京北エリアにある５団地

の仮設、修繕、仕上げなどの保全工事にかか

る積算業務です。

・ＵＲ内の積算の基準に沿って作成していま

す。

・発注しています。

・次回以降、そのように準備いたします。

・入札説明書を受領した者にヒアリングした

ところ、別案件に注力するためや、コスト面

から受注見込みが少ないと考えたためと回

答がありました。

・まったく同じではありません。

前回の調達に加え、モバイルワーク用の回線

サービスの新規調達を行っています。

・日立製作所と URシステムズです。



・本案件の参加者は日立製作所と UR シ

ステムズの設計共同体であるが、本件も

前回参加者が有利になるということか。

・技術評価点の基礎点は要件を満たして

いないと失格となるため、優劣を競うも

のでなく、実質的に競争参加資格と同じ

だと思うが、あえて基礎点を技術評価点

に入れているのはなぜか。

・システムの設計・開発業務の体制につ

いて、URシステムズの役割はなにか。

・競争性を入れるために、違う組み合わ

せで設計共同体を組むことはできない

のか。

・現在の基幹系システムの業務ロジックを変

えずにアーキテクチャだけを変えて動かす

ことを想定しているため、既存の業務を知っ

ている者でないと手を上げづらいのが実情

であり、昨今の IT 業界は活況で人手が不足

しているため、業務ロジックを知らない案件

に参加するリスクを取れる業者が少ないと

感じています。ただし、システム再構築によ

り現在のホストコンピュータをオープン化

していくため、再構築後のシステム改修等に

は他業者の参入可能性は高くなると推測さ

れます。

・情報システムに係る調達に関しては、調達

関係省庁の申し合わせに準拠しているため、

技術評価点を基礎点と加点要素に分けてい

ます。

・日立製作所が設計・開発、URシステムズが

保守を担っています。

・業者側にとっては、経験のない者と設計共

同体を組んで受注するのはリスクになるの

で、システム改修と同様に難しいと思われま

す。今後はオープン化が進んでいけば、他業

者の参入する可能性は広がると思われます。

以 上


